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※社会福祉施設における死傷者数，年死傷千人率（全国値）
新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く
出所︓労働者死傷病報告、労働力調査
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※社会福祉施設における原因別労働災害（全国値）
動作の反動，無理な動作＝腰痛等の災害
出所︓労働者死傷病報告

現在、我が国の労働災害
数（全業種）は減少傾向
にある一方で、近年、社会
福祉施設や小売業といった
第３次産業においては逆に
増加傾向にあります。
なかでも、社会福祉施設
における労働災害では腰痛
を始めとした動作の反動・無
理な動作や転倒災害がその
大半を占めています。その背
景には、産業構造の変化
（利用者の増加）、人手
不足、働き方の多様化（従
業員の高齢化）、従業員
の安全を守る視点の欠如な
ど様々な問題があり、これま
での取り組みだけではこれら
の労働災害を減少させること
が難しくなっています。
そこで、労働災害を自分ご
ととしてとらえ、事業者、従業
員を含む関係者が一丸と
なって、解決策を考えていく
ことが必要です。

本パンフレットでは、大阪府内の社会福祉施設における従業員の安全
と健康を確保するための取り組みに関する事例について、いくつかご紹介
いたします。
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事例ＮＯ．１ 社会福祉法人 あかつき福祉会
（本部︓大阪府箕面市）

労働災害を「自分ごと」として捉える

〇 取り組みの背景
災害発生頻度が高い腰痛を中心に、官公庁等が作成するポスターなどを活
用し、注意喚起を行ってきた。
しかし、いずれも汎用的なもので、各職員が「自分ごと・自法人ごと」として捉
えにくく、啓発方法の見直しに取り組んだもの。
〇 取り組みの内容
当法人で発生した実際の労働災害実績を分析し、「ろうさい予防ニュース」と
して定期的に発信、官公庁等のポスターと共に職場に掲示。
労働災害発生時には、専門家のアドバイス情報や今後の対応策をも付加し
た上で、全職員に通知するようにした。

過去５年間の労災発生件数について
“曜日別”に分析。
「週始め」の労災（腰痛など）について
の注意喚起を行っている。
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発生した労働災害
（腰痛）についての詳
細に加え、産業医や
作業療法士といった専
門家のアドバイスを掲
載。

〇 取り組みの効果
取り組み開始後、腰痛の労働災害は発生していない。
当法人の発信するニュースと官公庁等のポスターをセットにして掲示するこ
とで、両方の掲示物を併せて確認する職員が増えた。
また、今まで各施設に委ねていた再発防止対策を、専門家のアドバイス
を介して法人として検討することで、各施設での手間が省けると共に、再発
防止対策の統一化が進められた。
当法人では、これら各種労働環境の整備等に取り組んでおり、「健康経
営優良法人２０２１（大規模法人部門）」、「健康経営優良法人２
０２２（大規模法人部門）」の認定を受けている。
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事例ＮＯ．２ 医療法人 医誠会
（本部︓大阪市北区）

人力による体位変換ゼロ

〇 取り組みの背景
近年、老人保健施設においても、全介助を要する介護度の高い利用者
が増加。慢性的な人員不足や介護職員の高齢化に伴い、職員の負担軽
減に向けて介助の機械化に力を入れている。

〇 取り組みの内容
法人全体の取り組みとし
て、原則「人力による体位
変換ゼロ」を実施している。
その一つとして、自動寝
返り支援ベッドを法人全体
で318台、体位変換機能
付きエアマットレスを法人全
体で1450台導入し負担
の軽減を図っている。

〇 取り組みの効果
職員からは、２時間毎に行わなければならない体位変換を機械が
自動で行ってくれるため、職員はポジショニング（降圧クッションの位
置や姿勢の微調整）の確認だけで済み、身体的な負担の軽減だ
けでなく、作業の効率化にも繋がったとの声が上がった。
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事例ＮＯ．３ 社会福祉法人 永寿福祉会
（本部︓大阪市平野区）

従業員の心身負担軽減

〇 取り組みの背景
コロナ禍によりメンタル不調による休業休職者の数は増加し、過去最高と
なっている。
職場復帰者フォローを充実させることで職場定着を促す必要があった。
〇 取り組みの内容
従前から取り組んできた公認心理師によるカウンセリングに加え、産
業医、かかりつけ医と連携した職場復帰者へのフォロー面談を充実さ
せ、安全安心な職場定着を促している。
また、福利厚生として「健康管理アプリ」を提供し、毎月のモチベー
ションチェックを行うとともに、アプリ内で意見・コメントできる機能を活
用することで従業員の直接の声を収集している。

〇 取り組みの効果
取り組み開始後は職場復帰者から再休業者は出ていない。
従業員の声は法人にフィードバックし、必要な対策をスピーディーに実行し
ている。
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事例ＮＯ．４ 社会福祉法人 川福会
（本部︓大阪府東大阪市）

路上事故防止のための危険個所調査

〇 取り組みの背景
地域の高齢者福祉という業務の特性から、車両を使用することが多く、当法
人の労働災害のうち、交通事故等に関する事案は座視できない数に上るた
め、取り組みを実施したもの。

〇 取り組みの内容
通勤中，サービス提供中（業務中）の移動などを含む、過去１０年間の
トラブル・交通事故等について調査し、その一覧表を作成。
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事故発生状況一覧表のうち、
特に注意喚起が必要と思われる
箇所（現場）については、写真
や地図を添付し、法人内で危険
個所の情報共有を図り、事故の
防止に繋げている。

〇 取り組みの効果
危険個所の情報共有だけでなく、狭い路地での対向の際の待機場所な
どの情報交換等により、各職員の安全に対する意識が向上した。
また、全車両へのドライブレコーダーを設置したことも相まって、運転マナー
の向上といった副次的効果も生まれ、事故発生件数は減少傾向にある。
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事例ＮＯ．５ パナソニックエイジフリー株式会社
（本部︓大阪府門真市）

腰痛”これだけ体操”の実施

〇 取り組みの背景
当社の労働災害の３４％が動作の反動によるものであり、そのうち腰痛災害
は５０％弱を占めている。
そのため、腰痛の発生を減らす“これだけ体操”を全社に広める取り組みを実
施したもの。

〇 取り組みの内容
パナソニック健康保険
組合との協働による、

“これだけ体操”
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全国の介護施設の所長以上を対象
に、ヘルスケアトレーナーによるオンライ
ン講習会を開催

動画ＱＲコード（健康
保険組合サイト）の案内
や、卓上型POPを作成、
配布し、活動を周知

〇 取り組みの効果
法人内で“これだけ体操”に取り組んでいるかについてアンケート調査を実
施したところ、７５％が取り組んでいるとの回答であった。
腰痛災害の発生件数を減らすまでには至っていないものの、腰痛災害１
件当たりの休業日数が２５％減となっている。
今後もさらに“これだけ体操”の取り組みを増やし、腰痛発生リスクの減少
に取り組む。
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事例ＮＯ．６
社会医療法人ペガサス
馬場記念病院
（本部︓堺市西区）

職員の健康増進への取り組み

〇 取り組みの背景
前年度に発生した転倒災害（３件）の再発防止策として、理学療法士、
作業療法士などの専門家チームを発足し、具体的な再発防止策について討
議を行った。
また、新型コロナウィルス感染症の流行による外出控えなどによって増加した
運動不足の職員のために、休憩時間や勤務終了後などに気軽に利用できるト
レーニングコーナーを設置した。

〇 取り組みの内容
院長を始めとした医師、看護
師、リハビリスタッフ、保育士、検
査技師などの職員100名による
起立着座訓練の動画を作成。
全職員に向けて周知を行っ
た。
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ゴールド受賞
こちらの取り組みは、ＳＡＦＥコンソーシ
アムにおいて実施されるＳＡＦＥアワード
においてゴールド賞を受賞しました。
ＳＡＦＥコンソーシアムについてはｐ11
に記載。



トレーニングコーナーに
は、ランニングマシンやエア
ロバイクなどのほか、休憩
中にちょっとした運動ができ
るようにバランスボール等の
手軽にできる運動器具も
設置。
そのほか、自動販売機や
ソファーを設置し、休憩で
きる場所として職員に提供
している。

〇 取り組みの効果
取り組み開始後は転倒災害は発生していない。職員からは、「立って座る
だけの簡単な運動で継続できそう」、「日常的な動作であり、無理なくでき
る」、「医学的に推奨されているうえに、動画の中に身近な職員が登場し、
楽しく続けられる」などの意見があり、一定の効果があった。
また、トレーニングコーナーの設置後の延べ利用者数は130名を超えてお
り、職員からは、「トレーニング器具をもっと購入してほしい」などの要望が出
ており、職員の運動意欲の向上に繋がっている。
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SAFEコンソーシアムとは、厚生労働省委託事業で、
Sa fe r Ac t i on Fo r Emp loyees（SAFE）を旗印に
「従業員の幸せのための安全アクション（SAFE）コンソーシアム」と題して、労働災害を
自分ごととしてとらえ、従業員の安全第一のための取り組みをステークホルダー全員で推
進し、安全で健康に働くことのできる職場環境の実現のため全国的に取り組む共同事
業体です。

ＳＡＦＥコンソーシアムでは、趣旨に賛同した企業、労働災害問題の協議・周知
（シンポジウム）、加盟者間の取り組みの共有、マッチング、 労働安全衛生に取り
組む加盟メンバーの認知度向上（※SAFEアワード）などをサポートしていきます。
加盟は無料です。

詳しくは、特設サイト
をご覧ください。
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※ＳＡＦＥアワードとは
職場において実施されている労働災害防止や安全・健康の増進のための取
組事例を全国から募集し、投票により優良な取組を表彰することで、「見え
る化」を図り、企業・労働者による更なる取組を促進することを目的としたも
のです。
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さいごに

本パンフレットでご紹介した取り組みは数ある取り組み事例のうちのほ
んの一例に過ぎません。
大阪労働局では、労働災害防止を目的とした全国的な取り組みで
あるSAFEコンソーシアムと協働して、大阪府内の社会福祉施設にお
ける従業員の安全と健康を守る取り組みに関する情報交換や広報活
動などを行っています。
大阪府内の事業者におかれましては、各法人等で取り組まれている
労働災害防止や健康増進などの事例に関して情報提供していただけ
る場合や、本パンフレットへの掲載希望等の各種お問い合わせがござ
いましたら、大阪労働局健康課までお問い合わせいただくようお願いい
たします。
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